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Ｒｏｅｍｅｒの搾取論

甲　賀　光　秀

　本稿では，搾取についてのＪｏｈｎ　Ｒｏｅｍｅｒの提出している主要な論点を紹介

・吟味し，それをとおして ，搾取（・ｘｐ１ｏ１ｔ・ｔ・・ｎ）についてたちいって基礎的な

考察を加えることに目的がある 。Ｒｏｅｍｅｒのここでの議論に関連ある，彼の文

献の主要なものは文献リストにある 。

　搾取論の一層体系的な検討は別の機会に譲る 。

１． Ｒｏｅｍｅｒの問題

　“搾取”は杜会現象であるから，搾取をもたらす杜会的諸条件が必ず存在す

るはずである。封建制 ・奴隷制のもとで搾取をうみだすｍｓｔ１ｔｕｔ１ｏｎａ１ｃｕ１ｐｒ１ｔは

身分的束縛や賦役労働などの形態での労働交換の強制制度である。資本制のも

とでは，生産物の商品市場が発展し，労働力商品市場も存在するようになる 。

奴隷の売買と異なり ，資本制での労働市場での取引，労働の交換は労働者自身

による自発的な労働力商品の販売によっ て支えられている。資本制での商品交

換のシステムは，封建制 ・奴隷制のもとで存在した様な労働交換の強制を解消

させた基礎上に発展した。そこでは，封建的 ・奴隷的搾取は労働交換の強制と

いう制度の廃絶とともに全廃された。それでは，搾取は存在しなくなったのか

といえば，資本制的搾取という新しい搾取が発生しており ，一方に巨大な富を

集積する資本家をうみだし，他方で労働力を商品として販売することを余儀な

くさせられる労働者階級が存在している。資本家の所有する巨大な富を系統的

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１６０）
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に杜会システムとして保障しつづけるものは，資本制における剰余労働の搾取

があるからである。この資本制的搾取をうみだす制度的犯人は，生産手段の一

階級による私有である 。

　いま ，この生産手段の一階級による独占的私有が廃絶された杜会を考える 。

この新しい杜会では生産手段が私有されることはないという意味で共有である

（ある杜会ではそれが国家所有という形態で，生産手段の一元的 ・集権的所有という形

態をとっ た）。

　この生産手段の私有か全廃された杜会ては封建的（奴隷制的も），資本制的搾

取はいずれも廃絶されているはずである。なぜならば，労働交換の強制をもた

らす制度も ，生産手段の私有も全廃されているからである 。

　それでは，このｒ新しい杜会」では搾取は一切全廃されたのだろうか？　も

しこの杜会で生産物の分配や，さまざまな特権的地位の配分に関して杜会成員

のあいだに（諸個人間や，諸民族間に）著しい不平等，不公正か存在したり ，こ

の「新しい杜会」が別の「新しい杜会」と戦争をしたり ，ある集団が別の集団

を抑圧したりする様な現象が系統的に発生し，杜会問題とな っていたとする 。

この杜会でも ，やはり新しい搾取が発生しているのではないだろうか？　 これ

かＲｏｅｍｅｒの問題意識である 。

　もし奴隷制的 ・封建制的 ・資本制的搾取でないとすれぱ，それは新しい形態

の搾取であろう 。それでは，この新しい形態の搾取をもたらした制度的条件は

何か存在するのだろうか？　 ａ）譲渡しうる（ａｌ１ｅｎａｂｌｅ）物的生産手段に関し

ては私有制カミ廃絶されたが，譲渡しえない人問の特性としての要素は諸個人が

それぞれ獲得している。これは各種熟練であ ったり ，技術的知識 ・経営のノウ

ハウであ ったりして特定の個人（あるいは集団）に帰属している。ｂ）また杜

会的 ・経済的な諸関係をとり結んでいるときに，この諸関係のなかでの特権的

位置かあり ，それは全成員か平等には就くことかできない少数のホストである

ことか多い。この特定のポストを誰か占めるかに関して不平等や不公正か存在

するかも知れない 。

　Ｒｏｅｍｅｒ は， ａ）をｒ杜会主義的搾取」の発生原因と呼ぴ，ｂ）をｒＳｔａｔｕｓ

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１６１）
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にもとつく搾取」の発生原因と考える 。

　こういった奴隷制 ・封建制 ・資本制 ・杜会主義的 ・ＳｔａｔｕＳにもとつく搾取
，

さらには新古典派が承認するケースである労働者が，労働の限界生産力以下の

賃金しか受けとっていないときに発生する新古典派的搾取など，およそあらゆ

る形態の搾取を説明しうる理論と呼ぶものをＲｏｅｍｅｒ は提出した。これが

Ｒｏｅｍｅｒの意図する
‘‘

Ａ　Ｇｅｎｅｒａｌ　Ｔｈｅｏｒｙ　ｏｆ　Ｅｘｐ１０１ｔａｔ１ｏｎａｎｄ　Ｃ１ａｓｓ
’’

１９８２であ

る。

　　　　　　　　　１）２． Ｒｏｅｍｅｒの設例

　それではＲｏｅｍｅｒ は“搾取”についてとの様に考えているかの検討にはいる 。

そのためにＲｏｅｍｅｒの設例をみる 。

　〔設例１〕

　仮定

　ｉ）杜会は１，ＯＯＯ人の同質な労働人口からなる 。

　１１ ）生産物は，　種類で穀物とよぶ 。

　ｉｉｉ）生産方法は二通りあり ，農場と工場とよぶ 。

　　　　　農場　　３　労働日　　　　　　　→　１単位産出

　　　　　工場　　１　労働日十１単位種子　一÷　２単位産出

　ｉＶ）穀物の生産期間は１週間とする 。

　ｖ）この杜会には，５００単位の種子がストックとして存在する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　Ｖ１ ）この種子穀物ストヅ クは，全成員が平等に一単位ずつ所有している 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２
　ｍ）全成員は同一の選好をもち１週１単位の穀物を消費する。より多くの穀

　　物を労働支出を増大さすことなく獲得できれは望ましいと考えるが，１週

　　１単位の穀物を得るために必要な労働支出を最小にすることを選好し，か

　　つストックは喰いつぶさないものとする 。

（１１６２）
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　＜均衡解＞

　　　　　　　　１　　　　　　　　１
　　　　工場　　一単位種子十一労働日　一÷　１単位生産
　　　　　　　　２　　　　　　　２

　　　　　　　　　　　　　　　１
　　　　農場　　　　　　　　１　労働日　一÷　０５単位生産
　　　　　　　　　　　　　　　２

　　　　　　　　　　　　　　　　　１
　各主体は，２労働日だけ労働し，一単位の種子用ストックを再生産し，か
　　　　　　　　　　　　　　　　　２
つネ ットで１単位の消費用の生産をする 。

　このとき，穀物１単位の生産のために必要な杜会的労働量は，２労働日であ

る。 毎週１，ＯＯＯ単位の純生産をしなけれぼならないということが与えられてい

る。

　この杜会でこの均衡解のもとでは搾取は存在しない。というのは，各主体は

２労働日を支出して純生産１単位を得て杜会的必要労働量がち ょうど２労働日

であるからてある。ここでは，蓄積かなく ，単純再生産であり ，次週も同じ水

準の生産が可能であるように生産用種子のストックも確保できている。他人の

ための労働は一切行なわれていないし，皆が同じ労働をし，生産に関しては誰

からも支配されていない。勿論，交換が存在しない 。

　〔設例２〕

　　設例１の仮定 Ｖｉ）を Ｖｉプに変更し，他は同じとする 。

　ｖｉプ　５人の主体が，各 々１ＯＯ単位の種子ストックを所有し ，残りの９５５人の

　　主体は，自己の労働力以外には何も所有しない 。

　＜均衡解＞

　この設例で，ありうる解は種子ストックの所有者は，工場で自分が１労働日

だけ労働し，ストックの所有から排除された主体は農場で３労働日だげ労働を

する，というものである。しかし，この解では，種子ストックの過剰が発生す

る。 したが って，これは＜均衡解＞ではない 。

　労働市場

　ここで労働市場を導入することで＜均衡解＞を探してみる。ストッ クを所有

しない９５５の主体は，工場で働くか，農場で働くかを選択できるとする。スト

（１１６３）



　２９２　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第６号）

ツク所有者は “資本家”として，賃金支払と交換に労働者を雇用して自分の工

場で労働をさせるものとする。このとき，農場で働けは，自己労働に基礎を置

いているので，生産過程で資本家の指揮 ・監督という支配を受げないですむが ，

３労働日で１単位の穀物を生産しうるだけであり ，ある主体は賃労働者として ，

　　　　　　　　１
１労働日あたり　　単位の穀物賃金より多く得られて労働日を短縮して余暇
　　　　　　　　３
を増やす方を選択するかも知れない 。

　いま ，９５５人の主体か農夫を選択するか，賃労働者の道を選択するかについ

ての選好態度が特定のものに決まり ，資本家は所有する資本ストッ クとしての

種子を全て有効に利用しつくすことが保証されるように，工場での実質穀物賃
　　　　　　　　　　１
金か１労働日あたり　　単位であったとする 。

　　　　　　　　　　２
．５

　　工場；２．５労働日×４０人十２．５単位 ×４０種子

　　　　　５ｘ｛１ＯＯ労働日十１００単位種子｝＝＞（５×２００）単位産出

　　農場 ，９９５－４０ｘ５＝７９５農夫　　　　　　　　１，ＯＯＯ単位

　　　　　７９５×３労働日　　　　　　　　　　 ＝＞７９５単位産出

　この解の場合，各工場での純生産物１００単位のうちから各資本家が労働者に

賃金として４０単位ずつ支払い，残余が６０単位となる。この６０単位が，この杜会

での剰余生産物である 。

　資本家の消費態度が変化なしとすれば，５９単位の剰余生産物は，蓄積の財源

となるか，あるいは他の不生産的目的で費消されることになる 。

　設例１と設例２では，純生産物の量が異な っている。設例１の場合は，きっ

かり１，Ｏ００単位であったか，設例２の場合では５００＋７９５＝１，２９５単位に増大し

ている。この理由はなぜか？　設例１の場合の労働は，工場で総計５００労働目

が投入され，農場では１，５００労働日が投入されているから合計２，ＯＯＯ労働日であ

った。設例２の場合には，工場で５００労働日は不変であるが，農場で農夫が

７９５人×３ｄａｙｓ／１人 ＝２，３８５労働日の労働をしている。したが って ，２，３８５＋

５００－２，ＯＯＯ＝８８５であるから，８８５日も多くの総労働量が投入されている 。こ

のように設例２の場合の総投入労働量，とくに農場での８８５日の増大が，２９５単

位の純生産物の生産量の増大をもたらしたのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１６４）
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　ＲＯｅｍｅｒ は， この設例２の場合には，労働者も農夫も “搾取されている”と

判断する。資本家は労働日がゼ ロであるから “搾取している”と判断する 。

　その理由は，労働者は１単位の穀物賃金を得るのに２５労働日を，農夫は３

労働日を支出したが，いずれも設例１でみた “杜会的必要労働量”の２労働日

より多く支出しているからである 。

　〔設例３〕

　　設例２において労働市場が導入されたが，ここではその代わりに信用市場

　を導入する。種子ストックの所有者は５人で各１００単位所有しているのは前

　と同じであるが，労働市場は開かれていないから，賃労働者を雇用すること

　はできない。そのかわり信用市場で貸手と借り手が出現する。貸手は金利生

　活者であり ，借り手は自己の労働力を販売しないから賃労働者ではない。借

　り手は，種子ストックを金利生活者から借入れて，生産期間の終りに元本と

　ともに利子を支払う 。設例２では，各資本家は１００単位の種子 ストッ クを資

　本として投資し，６０単位の利潤を獲得した。したがって利潤率は６０％であ っ

　た。ここでは，利子率を同じ水準６０％にすれぼ，借り手は２００人出現して工

　場で各 々２．５労働日を支出して，借入れた種子を生産財として生産に用いる 。

　各借り手は，賃労働者と同じく１単位の純生産物を取得して，それを消費す

　るが，あとには何も残らない。自己労働の成果として１単位の純生産物を消

　費するだけである。したが って，信用市場が導入された場合，そして労働市

　場が存在しない場合でも搾取は発生し，設例２と全く同形の搾取一階級関係

　の対応か発生する 。Ｒｏｅｍｅｒ は， この場合ても ，借り手と農夫は搾取されて

　いて，貸手は搾取している，と判断する 。

　〔設例４〕

　　 これまでと同様の穀物経済を考えるが，技術条件は次のとおりである 。

　　　　　工場（資本集約的技術）

　　　　　　　若干の設備十３労働日　一÷　１週間分の消費財必要量

　　　　　　　（減価なし）

　　　　　農場（労働集約的技術）

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１６５）
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　　　　　　　設備不要十６労働日　一ケ　１週間分の消費財必要量

　仮定ｉ）杜会は，生産設備の量に制約がある。全成員が工場で労働するに必

　　　　要な半分の生産設備量しかない 。

　　　 １１ ）杜会のメ：／ハー は， 平等に生産設備を所有している 。

　　　 ｍ）各主体は，簡単に費用をかけずに工場と農場での生産に移れる 。１

　　　　週間分の必要な消費財量を入手するための労働支出を最小にするよう

　　　　行動する 。

　＜均衡解＞
　　　　　　　１　　　　　　　　　　　　　　　　　　１
　各主体は，４丁労働日の労働を支出する。最初に１丁労働日だけ工場で
　　　　　　　　　　　　　　　　１
働き彼の設備を使用する。そして丁 の消費財必要量を生産する。次に農場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１
で他に３労働日の労働を支出して残りの一の消費財必要量を生産する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２
この設例４では明白に，どの基準でみても搾取は存在しないのは設例１と同じ

である 。

　〔設例５〕

　　同様の条件で，労働市場を導入する 。

　仮定

　ｉ）グループＨは，他の ｌｓのグルーブの成員を雇用する 。

　ｉｉ）グループｓの成員は，工場でのみ労働する 。

　ｉｉｉ）グルーブＨの成員は，農場でのみ労働する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１
　ｉＶ）グループＳの成員数は全杜会の一である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　２
　Ｖ）グループＨの成員数は全杜会の一である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　３

＜均衡解＞

　○　グルーブＳの典型的な１人のＳ１ は， 自己の生産設備を使用して工場で

　１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１
１一労働日の労働支出をして，消費財を必要量の一だけ生産する 。

　２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２

　　　　　　　　　１
　　　次に，ｓ１ は１丁労働日だげの労働力をＨのグルーブのある”。に販売

（１１６６）
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　　　　　　　　１　 こ　　　　　　　　　　　 、　　　１し， 賃金として　　の消費財必要量を受げとる 。”１は利潤として　　の消費
　　　　　　　　４　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４

財を得る 。

　　　　　　　　　　　　１
　　　さらにｓ１ は， あと１　労働日の労働力をＨのクループの他の別の１
　　　　　　　　　　　　２
　　　　　　　　　　　１
人”２に販売し，やはり　　の消費財必要量を賃金として受けとる 。”２は利潤
　　　　　　　　　　　４
　　　　　　　　　　　　　　　１
を”１と同様にうけとる ・８１ は・ ４２の労働を支出して・ちょうと必要なだけ

の消費財を入手する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１
　＠　”。は，今期使用しうる生産設備はもうないとする。すでに一の生産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３
設備を今期はＳ１ を雇用して使用したから。そこて，農場て残りの　　の消費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４

財必要量の生産のために
，（１・・一・１）自己労働て・１労働日を支出し

て生産する 。”。も同様にする 。

　　　このミクロ 的状態が杜会全体に拡大される。ｓのメンバーとＨのメ１／

バーの比は１：２である 。

　Ｒｏｅｍｅｒ は， この設例５ては，労働市場か存在し賃労働者か存在し，資本家

か利潤を取得しているにもかかわらず，資本家 ・労働者ともに生産手段の所有

に関しては差異がないから，搾取が存在しないとする。実際，設例４と同様の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１
消費財必要量を全成員か獲得していて・全成員かやはり４ 労働日の労働支

出をし，消費財の生産に必要な杜会的労働量に等しいからである 。

３． 搾取の存在の制度的条件

　搾取という杜会現象か存在するための制度的条件について ，Ｒｏｅｍｅｒ は　般

的なことは必らずしも明快には述べていない。そういう意味で，搾取の　般理

論にはなりえていない。このことをみよう 。

（１１６７）
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　¢　商品市場と搾取

　ＲＯｅｍｅｒによれは，財市場か存在するだげでは搾取か存在しない場合かある 。

単純商品生産杜会がその例としてあげられる。しかし，財市場だけが存在し ，

かつ生産手段の所有に関する不平等が存在すれは搾取は発生すると考えている 。

このことは上記の設例ではみられないか，設例１や４で生産手段私有の平等性

を排除し，不平等な所有か存在すれは搾取は発生すると主張している。しかし ，

上記設例は極めて単純なものて，とりわけ杜会的分業の複雑な関係は反映され

ていない。Ｒｏｅｍｅｒ は森嶋型の線型不等式を用いた線型計画モテルで，この搾

取の発生を論じている。いまレオンティエフ型の投入係数を仮定すると ，（Ａ ，

工）でありＡは（〃ｘ〃）の行列，工は（１ｘ〃）のベクトルである 。

　６を（〃ｘ１）のベクトルで生産者のための消費財必要量を示す。６リリ は（〃ｘ１

）のベクトルで，第 リ番目の生産者の生産された生産財ストックのの初期保有

量を示すものとする。クは（１ｘ〃）の各財の均衡価格を示す。次の最適計画モ

デルを考える 。

　各生産者はクのもとで，〆を”リを最小にするように選択する 。

　制約条件は ，

　　　　ク（１－Ａ）”リ≧〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）

　　　　〃〆≦〃ツ　　　　　　　　　　　　　　　（２）
　　　　〃リ≦１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３）

　　　　”リ≧Ｏ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４）

　（１）は
，リ 番目の生産者は，均衡価格クのもとで彼が生産する純生産物の価額

が生存のために必要な消費財６を購入するのに要する額にとっ て十分である様

に〆の水準でそのアクティヴィティ を操業せねばならぬという条件である 。

　（２）は，資本制約条件であり ，初期資産の保有が均衡価格で測 って，〆の水

準でアクティヴィティ を操業するために必要な投入財の購入額にとっ て十分で

あることを示す 。

　（３）は，労働の制約条件である。各人は１単位の労働を支出しうる 。

　以上の制約条件のもとで，Ｗ人の生産者は労働支出を最小にする様に行動

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１６８）
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する。このモデルは単純商品のもとでの単純再生産のモデルであり ，均衡は各

商品の価格ベクトルであり ，各財の需給は一致し過剰な財は存在しない。又 ，

財市場は生産開始に先立って各生産者が所有する生産された財を市場で販売し ，

その生産者が選択した技術のもとで必要な投入財を購入する。生産の終る時点

では，再び市場で彼らの必要な消費財の購入のために生産物を販売する。両市

場では需給は均衡し，生産で使用された財はすべて補填される。即ち各生産者

はこの計画のもとでの最適解〆をもち，工＝　〆とするときに，ル≦６リ＝

　ｏリレ であり ，（１－Ａ）”≧１Ｗが充されている 。

　このモデルでは，単純商品のもとでの単純再生産であるから，商品市場が存

在しても ，労働市場は存在しないから，各生産者は自己の仕事場で生産をする 。

１Ｖ人がそれぞれ異な った生産プ ロセスを選んで操業するので，異な った労働

時間だけ労働することになるのは，ｗ人の初期の資産保有制約の結果である 。

　このとき各財の生産に費された労働量は，ハ：工（１－Ａ）・１である。この杜会

で行なわれた労働の総計は正確にｗ”だけのものである。ｗ”は “杜会的に

必要な労働時間”である。”は “必要労働時間”である。ここでは剰余生産

物は生産されていない。ところで均衡価格が成立したときに，一つの可能性と

して，各人の労働時間が正確に”でなく ，第づ生産者は”より多く労働し ，

第１は”より少なくしか労働していないことかありうる。このとき ，ＲＯｅｍｅｒ

はノがゴより少ない労働をしており ，ゴはプより多く労働しているし，ゴもプも

同一の消費財を取得しているから，プのもとへづの剰余労働が財の交換をとお

して移転したのであるから，これを搾取と呼び，ノは “搾取している”と言う 。

　以上の例の様に，競争的な財の市場（商品市場）が存在し，そのもとで初期

の資産保有が不平等でありすなわち，〃リ＞〃”の結果としてムｚリ＜””であ

る， ときに，搾取は存在しうるとＲＯｅｍｅｒ は結論する 。

　均衡解か各生産者の労働時間の均等化をもたらす様な場合には，競争市場か

存在しても労働時間の均等化をもたらす様な初期の資産配分か平等主義的なも

のである場合には搾取は発生しない 。

（１１６９）
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　　　労働市場と搾取

　労働市場が存在しても搾取か存在しないとＲｏｅｍｅｒ が考えるのが，設例の５

である。労働市場は睦綾の発生にとり必要条件である。設例５でも ，設例２で

も労働力を販売しているか労働力の購入者であるかに応じて階級が形成される

とみる。さらに，農夫の例のように資本家でも労働者でもない小商品生産者も

発生しうるし，賃労働者であり ，小商品生産者であるケースも発生し，さらに

は設例５のように労働者を雇用し，かつ農場で自己労働で生産する様な小農 ・

小商品生産者を兼ねる資本家も存在しうる。Ｒｏｅｍｅｒ は以上の様に労働市場は

階級をうみだすが，搾取にとっ て必らず必要な条件とは考えていない（Ｒ・・ｍ・・

　　　　　　　　　　　　　　　　２）は「階級搾取対応原理」（ＣＥＣＰ）と 口乎ぶ）。

　　　信用市場と搾取

　信用市場は，設例３でみた様に，労働市場の機能と同質であり ，搾取と階級

を発生させうるものであると考えている 。

　＠　生産手段所有の不平等と搾取

　杜会的分業が存在し，私有があり ，生産手段の不平等な私有が存在するとき

には，搾取が発生するとＲｏｅｍｅｒ が考えていることは，設例５でみた。さらに ，
Ｒｏｅｍｅｒ はｒ杜会主義」のもとでは，生産に際して必要な物的生産手段の私有

や， 所有の不平等が消滅しても ，譲渡しえないで特定の成員についてまわるあ

る種の熟練労働的資質に関して不平等な状態か存在するときにも “搾取”は発

生しうるものと考える。したがって熟練労働や労働の異質性といった形態で現

われる要素を譲渡されえない。疎外しえない生産的 ・人間的資産とみれば，こ

の種の資産の所有や分布に関して杜会成員のあいだで不平等な関係が存在する

ときに，搾取は発生の可能性かあり ，これらの要因にのみもとつく搾取を「杜

会主義的搾取」と口乎んでいる 。

（１１７０）
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　　　Ｓ伽ｔｕｓ と搾取

　杜会的諸関係のなかで，ある地位があってその地位を占めるものが比較的に

少数であり ，標準的な成員に比して相対的に多い報酬を取得しているような場

合を ｓｔａｔｕｓにもとつく搾取とよぶ。このｓｔａｔｕｓにもとつく搾取はＲｏｅｍｅｒ に

よれぼ「杜会主義」のもとでのみ固有のものではなく ，他の杜会制度において

も発生しうるものである。しかし，この形態の搾取は，他の彩態の搾取が廃絶

されてもなお残りうるものである。杜会諸関係のなかでの特権的な地位にある

ことが，その地位を占めるものの特別な熟練労働によっ て支えられている場合

があ っても ，そういった複雑労働の報酬としては大きすぎるという様な場合を

考えている。この特権的地位のなかには官僚機構，政治的機構，非市場的局面

でなされるその他の決定機構などのなかでの地位を含む。この地位の量的大き

さは，その杜会が分権的な決定機構方式を広範囲に導入している限りで減少さ

せうるものである。また，この特権的な ＳｔａｔｕＳにあるものは，その地位の保

持のために行動する様になり ，かつその地位が世代を越えて継承されかぢであ

る。 この地位を占めうる資質の再生産も特権的に得る報酬によっ て容易になし

うるからである。教育 ・訓練によって形成されうる資質にもとづく様な「杜会

主義的搾取」とこのＳｔａｔｕＳ 搾取の相互依存関係は大きいものであり ，両者の

間の区別は必らずしも容易てはない。ｓｔａｔｕｓによる搾取は杜会機構を分権化し ，

民主的な機構に置きかえることによっ て減少させうるが，「杜会主義的搾取」

は一定の歴史的発展の低い初期の段階では「杜会的に必要な搾取」となり恒常

化しやすい 。

　＠　国際間における不等労働量交換による搾取

　Ｒｏｅｍｅｒ が例示する搾取の別の形態として国際間の生産に必要な諸要素の所

有の不均等な配分にもとづく搾取をあげることができる。一国 ・一杜会内で上

記のいずれの形態の搾取がなくても ，国際間で労働市場 ・信用市場 ・資本市場

などが開かれていない場合でも ，自由な貿易による交換が存在して国際的な分

業があり ，各国ごとに所有が独立しているときには，すでにみた様に単純商品

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１７１）
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生産杜会で搾取が発生する場合の特別なケースとなる
。

　世界的市場で「杜会的に必要な労働時間」か決定されて，生産諸要素の所有

の不平等と国際的にみれは私有の特徴をもつ関係に各国が置かれている場合に

は， 世界で必要消費財量の均等化があり ，かつ所有の不平等性からくる労働時

間の不均等があり ，不等労働量交換があれば，より少ない労働量支出（資本集

約的技術を採用しうる国）で生産活動を行なう国とより多い労働支出で（労働集

約的技術）で生産を行なう国とのあいだで剰余労働の移転かあり ，搾取が発生

する 。

　¢　内生的決定としての階級と搾取 ・選択行為の結果としての階級　搾取

　Ｒｏｅｍｅｒの搾取と階級に関する議論の他の顕著な特徴は，階級関係や搾取関

係を発生させる杜会的条件として，初期の資産 ・生産手段保有の不平等とは別

に， 主体の選択行為をあげている。各主体は自己の労働支出を最小にするよう

な合理的選択行為を行なうものとして想定する。所与の消費財を獲得するのに

農夫の地位を選択するか，賃労働者の地位を選択するのか，あるいは資本家 ，

貸し手の地位を選択するのかに関して，いずれが最適であるかについて，初期

の資産保有の制約条件のもとで労働支出を最小にしうるように階級的地位を選

択することで自己決定する。したがって，労働市場と ，それと同様の機能を果

たしうる信用市場の導入があ っても ，どの様な階級的地位に位置するかについ

ては，初期の資産保有状態と自己の選択行為の結果として，いわば内生的に決

定されるものである。階級的地位は従って，初期の資産保有の不平等な状態と

いう所有関係という杜会的条件と ，各主体の選択行為の結果としての階級的地

位の主体的選択行為論という特徴をもっ ている 。

　設例２と３で示された様に，初期に生産手段，資本ストヅクの所有の不平等

が存在するとき，各主体は所与の消費財量を獲得するために，自己の労働支出

を最小にするという基準で合理的選択行動をした結果，資本家を賃労働者 ・農

夫あるいはそれらの兼ねそなえというグレー領域の地位を決定する 。

　また設例５の場合の様に，初期の資産所有 ・生産手段所有に関して平等主義

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１７２）
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的な状態が想定されていても ，労働市場の導入があれば階級関係が，やはり選

択行為の結果として内生的に決まる。あるグループは資本家を，他のグループ

は賃労働者階級の地位を自らの合理的な選択行為として決定している。もっと

も， すでにのべた様に，この設例では，資本一賃労働関係という階級関係が存

在しても搾取は発生しないとＲｏｅｍｅｒ は判断する。これは単純商品生産杜会 ・

単純再生産杜会で階級は存在しないが搾取が存在するという ，０商品市場と搾

取で考えたのと対照的である 。

　Ｒｏｅｍｅｒ は， さらに
‘‘

Ｒｅｓｗ１ｔｃｈｍｇ
’’

というＣａｍｂｒｌｄｇｅ 資本理論論争で論じら

れた様な考えを用いて，全く同じ経済的条件のもとでも ，搾取者と被搾取者が

交替しうる様な例を示している。ある均衡価格クのもとでは生産者〃が レを

搾取するが，別の均衡価格グのもとでは逆に，レ が４を搾取する。このよう

なことが発生するのは，やはり初期の資産保有の状態の特徴に依存している 。

４と レのどちらも ，資産保有において他よりも多く保有しているということが

ないような場合である。例えぼ二財モデルでは，第１財に関しては４が リよ

り多く保有しているが，第２財に関しては逆にレ が４より多く保有している

といった場合に，この搾取者一被搾取者の立場の逆転が生じる。ここでもどの

様な均衡価格を選択するかという主体の行為が搾取者一被搾取者の立場を決定

することになる 。

４． ＲＯｅｍｅｒ の搾取の定義 ・判定基準

　Ｒｏｅｍｅｒ は， 設例５で示した様に，たとえ労働市場　信用市場 ・財市場か開

設されている場合でも ，資本一賃労働関係があり ，資本家が利潤を取得してい

るにもかかわらず，“搾取”は存在しないと判断するような搾取の定義と判定

基準をもっ ている 。

（１１７３）



　３０２　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第６号）

　Ｍ趾ｘ 的搾取概念の拡張

　Ｒｏｅｍｅｒ は搾取という現象は杜会全体の見地から把握されるへき概念である

と考える 。

　設例５の場合にもどると ，グループＳの成員はグループＨの成員によっ て

雇用されており ，ある８のメンバ ーは２人のＨのメ１／バーのもとで，それぞ
　　　１　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　　１
れに１■「の労働日を販売し，必要な消費財の丁単位を生産し，一「単位を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１
賃金を受けとり ，彼を雇用した資本家は一「単位を利潤として取得する。こ

の場合マルクス的剰余価値論からすれば，設例では設備は減価しないとしてい
　　　　　１　　　　　　３
るので・１丁労働日で丁労働日の価値をもつ消費財しか受げとっ ていない ・

このとき支払労働１不払労働の比は１で１ＯＯ％である
。

　Ｒｏｅｍｅｒによれは，この見方は搾取現象をあまりにもミクロ 的見地からとら

えている。すなわち工場での労働 ・生産過程のみで考えている，搾取は全杜会

的な現象であるから農場での生産をも考慮すると ，工場での消費財一単位の生

産に必要な労働量は，農場での生産と同時に考えて，９労働日で２単位の消費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１
財を生産しているのだから，単位あたり消費財価値は４一労働日となり ，労
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２　　　　　　　　　　　　１　　　　　　１　　１　　　１
働者が受げとっ た消費財丁単位は・４Ｔ　ｘ　Ｔ ＝１丁労働目となるので ・

　　　　　　　　　１
ちょうど労働者が一「単位の消費財を得るために働いた労働量と等しく搾取

はない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１
　資本家の場合も同じである・彼は利潤として丁単位の消費財を彼自身の

労働の投下をすることなく無償で入手している。しかし必要な消費財の残り
３　　　　　　　　　　　　　　　　　１
丁単位を得るために，彼は農場で４丁労働日だけ自己労働にもとづき生産

しなげればならない。結局，資本家も１単位の消費財を取得し，支出した労働

量はその財の生産に「杜会的に必要な労働量」と等しいから，剰余労働の搾取

をしていないことになる 。

　Ｒｏｅｍｅｒによれは，資本制のもとでＭａｒｘの搾取概念は次のようにｒ般
　　　　３）
化」できる。杜会の純生産物の生産量の総計を生産するのに「杜会的に必要な

労働時間」総計は，直接労働時間の総合計に等しい。そこで全杜会は１Ｖ人か

ら成りた っているとし，〃人が行なう労働時間の総合計を１Ｖ時間とする 。こ

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１７４）



　　　　　　　　　　　　Ｊ．Ｒｏｅｍｅｒの搾取論（甲賀）　　　　　　　　　　　３０３

の労働は，賃労働者の雇用時間の総計だげではなく賃労働者としてでなく生産

過程に従事したすべての成員が費やした労働時間を含むものとする。すべての

労働は同質的であるとする。このｗ時間の労働が生産した純生産物が 〃種類

あり ，それを（〃１， ４２，… ４”）とする 。

　各財一単位の「生産に必要な杜会的労働量」をんとする（ゴ＝１，…
〃）。

このとき

　　　　　〈Ｋ：１Ｖ　（ゴ＝１
，…

〃）

である。いま杜会の第ノ番目の人が，彼の収入（収入の源泉は何でも良い，彼の

階級としての位置に依存する）で購入しえた財の束を勾とする（めＦ（６ゴ。，
６ゴ。

，…
６。）ゴ）。

同様に第ク番目の成員の購入しえた財の束は６‘（伽＝（６‘。，… ６‘”））と

する 。（６片６
ゴ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１
　いま杜会成員の労働量は正確に等しいとする。即ち各人は一時間の労働
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１Ｖ
をさまざまな形態で行な ったとする。すると６片６ゴであるから，各人が受け

とっ た財を生産するのに「必要な杜会的労働量」の合計は，　般的には同じて

はない。これは，各人の収入源泉 ・収入額が異なることからきている。このと

き，

　　　　　　　　”＞１　搾取している

　　　　”‘～１”＝１　搾取なし　　　　　　 １・１

　　　　　　　　”〈１　搾取されている

か搾取の判定基準となる 。

　すなわち，各人が取得した財の生産に必要な労働時間と各人の支出した労働

時間の比較をした搾取の有無を判定するのてある 。Ｒｏｅｍｅｒ は， これをＭａｒｘ

の搾取概念の　般化と 口乎ぶ 。

　また杜会の各 メンバーの支出した労働時間は，同じである必要は必らずしも

ない。　ル＝Ｗ（ク＝１ ，… ，〃）とし，凡とＷゴは必らずしも等しくないとすれ

ば，

一／１１１１ジニ

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１７５）

１※※１
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と考えるとよい。また　６‘ゴ＝妨ひ＝１，… 〃）である 。
　　　　　　　　　　‘＝１
　搾取の判定基準を※や※※の様にすると ，資本家は指揮監督なと一切の労働

をしない場合で何らかの財を取得しているとき，搾取者となるが，ハン ディキ

ブトの成員が労働時間の支出がほとんどゼ剛こ近いとき，その人も “搾取者
”

となる。また賃金労働者が購入した財が，偶然にも労働集約的な産業の生産物

を大量に購入したとし，その財の生産に必要な労働量が，自己の販売した労働

時間より多い場合があれば，その労働者は搾取者となる。あるいは，搾取者か

被搾取者かの判定をなしえないグレー・ エリアの領域に入る成員も出てくる 。

Ｒｏｅｍｅｒ は， 偶然的な事情によっ て搾取をめくる ｓｔａｔｕｓ か決定されることを排

除するために搾取の判定基準としているのは上記のものと全く同じてはない 。

それは ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１－９ｍ。〃
　　　　リ　搾取されている　 く一〉　〃リ＜
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　死ｇｍａＸ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１－ｇｍｉ。〃　　　 １…１　　　　リ　搾取者である　 く一＞　〃リ＞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　卯ｍｉｎ

である。ここで９Ｆ＾，々 ，， ９ｍ、、＝ｍａＸ ，９ ，， ９ｍ、＝ｍｍ，９，てある 。

　またカ，冗，〃はそれぞれ，線型計画モデルでの最適計画の均衡価格，均等

利潤率，賃金率である 。

　　　　ｍａＸゆ一〃）〆十ゆ一 似十〃Ｌ））ガ十倣ツ…〆ゆ，〃）

　　　　 ｓｕｂｊｅｃｔ　ｔｏ

　　　　カＡ（〆十ガ）≦カ６リツ

　　　　ムガ十２リ≦１

　　　　 ”ン，　４
ツ， 　２ツ≧Ｏ

　〆はリ が自己労働で操業するために選択する活動水準のベクトル，ガはレ

のために，彼が雇用して操業する活動水準のベクトル ，２レ スカラー でリ が販

売する自己の労働量である。搾取の判定基準は（※※※）は各人か任意の一財

を選んですべての収入を支出する様な経済を考えてゆ，〃）が最適解であり

（〃＞Ｏ），ク＝（１＋兀）〃十肌であり ，兀＞Ｏのときに成立するようにした工夫

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１７６）
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てある。この様な利潤か存在し，生産技術の「有機的構成」か同じでない様な

活動があるときには，〈伽はすべてが等しくはないし，不等労働量交換は一

般的てあるか ，ｇｍ。。 は労働量／価格比か最大のものてあり ，ｇｍｍ はそれか最小

のものてある 。Ｒｏｅｍｅｒ は， この判定基準は倫理的な見地からも正当化しうる

ものと考えている。すなわち，各人が杜会の純生産物のなかから自己の労働に

応じた分配を受けとっ ているか，それともそれ以上に他人の剰余労働を取得し

ているか，あるいは労働量以下しか受げとっ ていないかということは，倫理的

にも搾取が非難されるものとして示せるからである 。

５． Ｒｏｅｍｅｒ 搾取の一般的定義

　前項の搾取の定義や判定基準についてＲｏｅｍｅｒ は結局放棄する。その理由は

次のとおりてある。「価値」の概念を用いているか，労働価値説は　般的でな

いのて，この概念を用いないで搾取を定義することを選ぶ。Ｒｏｅｍｅｒ か用いる
　　　　　　　　　　　　　４） 　　 、　　　　　　　　　　　　５）
ｒ価値」はｒ最適価値」と森嶋かよぶものてあってＭａｒｘ，置塩らの価値規定と

同じではない。ＲＯｅｍｅｒ は， この「最適価値」ても　般性を欠くのは，異質労

働の存在や固定設備，結合生産の取り扱いが困難を含むと考えるからである 。

「最適価値」は市場での均衡価格に依存するものである。また，より基本的に

は， このような労働力という特殊な商品をとりだして価値尺度の基準にするこ

とは十分な根拠がないと考えている。鉄鋼を基準にとっ て「鉄鋼価値」を考え

ることもできるし，再生産可能でない「石油」を価値尺度にとることも可能で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
あり ，「労働」でなければならない理由がないと判断している 。

　（ａ）ゲーム論的設定

　ＲＯｅｍｅｒは，搾取のより　般的定義としてケーム論を応用して，「剰余価値

論にもとづく搾取論」にかえて，「所有関係にもとづく搾取論」を提出した 。

それはとの様な杜会ての搾取をも判定しうる　般的なものてあると考えている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１７７）
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搾取の概念には，確かにある種の不平等ということか含意されているか，すへ

ての不平等が搾取をもたらすものではないのだから，ある杜会で搾取か存在す

るということを主張することによっ て何を意味するのかが明らかにならなげれ

ばならない 。

　ゲーム論でいう提携Ｃｏａ１１ｔ１ｏｎと撤退のルールｗ１ｔｈｄｒａｗａ１ｒｕ１ｅ か援用され

る。 ある大きな杜会があり ，そこである提携ｓがあり ，ｓは次のような条件

が充されるとき，そのときにのみ搾取されているとする 。

　（１）ある仮設的に実行可能な代替案が存在し，その代替案のもとではｓは ，

　　現状の状態よりも改善される 。

　（２）この代替案のもとでは，提携Ｓの補集合としてのＳ１は，”一Ｓ＝Ｓ
１，

現

　　状に比して状態は悪化する 。

　いまある経済があ って ，｛２１ …， ２”｝という配分の集合を維持していると

する。ここで２ツは第 レ番目の主体が受けとる利得であり ，これは貨幣の量で

あっ ても財の束であ っても，満足のある水準などであ ってもよい。１Ｖ人のプ

レイヤーが参加する協カゲームを特定化するために，提携は許容提携であり ，

譲渡可能効用が存在する様な提携ゲーム を考える 。

　特性関数 リでは，提携ｓのすべてのメソバー に対して，利得 レ（ｓ）を対応さ

せるようなものとする 。リ（８）は提携Ｓによっ て， あたかも杜会全体から与え

られた持参金の様なもので，提携Ｓが元の杜会から退出してゆくときに撤退

のルールによっ て規定された権利の行使として入手可能となるものである。こ

の撤退は仮説的なもので，元の杜会で何らかの制度的調整によっ て達成しうる

というものではない 。

　提携Ｓは，ある配分の集合｛２１ 　， ２”｝のもとで，代替案 レに関して，仮

に

　　　　　〆＜リ（ｓ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）
　　　　リｅｓ

　　　　ルリ＞リ（Ｓ１ジ　　　　　　　　　　　　（２）
　　　　ツｅｓ

１

が充たされた時，すなわち，その配分か徹退ルー ルの特定化によっ て定義され

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１７８）
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るゲームの コアでないとき，に搾取されていることになる。譲渡可能効用を仮

定しているからｗのうちの提携に参加したｓのメソバーの間で，ノ＜ノにな

るようにサイドペイメントが行われて，各人の分配分を受けとるものとする 。

このことは，（１）が充されていれば，実行可能である。この点を仮定しておけば

提携内でのイソセソティヴや，戦略について考慮しなくてもよい 。

（ｂ）Ｗｉｔｈｄｍｗａｌ　Ｒｕ１ｅ

　各杜会で初期にメンハーのあいだでの各種ｒ資産」の配分かｅｎｄｏｗｍｅｎｔｓ

として与えられると ，ｗ１ｔｈｄｒａｗａ１ｒｕｌｅか〃人協カゲームの性格を決め，先の

条件（１）， （２）で判断して搾取状態を判定し，搾取の類型化が可能となる 。

　封建制度のもとでは，土地が基本的な生産手段であるから，封建制のもとで

の代替案は封建支配の領域内にある土地をそのメノハー に均等に配分したとき

に， 提携ｓ１のグループが封建杜会から退出する際に権利として確保しうる１

人当り土地サイズを合計したものでｓのグル ープだけで営む経営をもっ たと

きに得られる利得と現状の利得を比較するというものである。「１人当り均等

な封建的領地」が撤退ルールである 。

　資本制のもとでは，杜会に存在する譲渡可能な資産としての生産手段の１人

当り量が撤退ルールである。提携ｓがこの１人当り譲渡可能な生産手段を集

計して，３の力でのみサブ経済を営なむときに得られる１人当り利得と ，現状

の利得を比較する。サブ経済内では譲渡可能効用の仮定があり ，競争市場均衡

のコ アか形成され，その内部にある限り平等主義的分配か保障され，搾取はな

くなる 。

　「杜会主義」のもとでは，前提として譲渡可能な資産 ・生産手段に関しては

杜会の成員か平等主義的にアクセスすることか可能てあるのて，１人当り譲渡

可能な資産の不平等は存在しないのて，改善は不可能となる 。

　そこで譲渡不可能な生産的要素として人的な資産＝執練労働，知識かあり ，

これらについては平等主義的に配分されていない。そこで，これらの譲渡不可

能な生産要素 ・人的資産の平等主義的配分を想定する撤退ルールか考えられる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１７９）
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これは結局，労働時問当りの基準となる。杜会の熟練労働を含む労働能力が時

間で測って総計府単位時間であるとき，このｗは「杜会主義」のもとでは平

等主義的には配分されていないから，不平等の重要なものとして残りつつける 。

各成員がもつ労働能力か不平等なときの撤退ルールは，１人当り１単位時間の

労働量を提携ｓのメンハーか引き上げてサフ 経済を営むとき（生産手段の平等

主義的分配は保障されている）に得られる利得と現状の利得を比較する 。

　以上の様に考えて撤退ルールを特定化して，その基準で測ったときの搾取を

「封建的搾取」（奴隷制の場合も同様に考えうる），「資本制的搾取」そして「杜会

主義的搾取」と性格づける 。

　ここでゲームの解は，ｌｓｌを提携ｓ１の要素の数とすると ，

　　　　
リ１ （９ ＝一１Ｓ１”　（６： 生活手段ベクトル）　　　　　　　　　（１）

州一兀
伽十１・１－１・１（峠 ・・） （２）

　　　　レ３（９＝〃、（〃＝〃）〃： 純生産物ベクトル　　　　　　　　　（３）

　　　　 リ４（９＝一１Ｓｌ〃　　　　　　　　　　　　　（４）

６リは譲渡可能な各種生産手段のベクトルである。（１）は私有制のもとでの単純

再生産の経済のマルクス的搾取ゲームの解，（２）は蓄積か行なわれる場合の「資

本家的搾取」ゲームの解，（３）は蓄積か存在する経済のマルクス的搾取のときの

解，（４）単純再生産の「杜会主義」ゲームのときの「杜会主義的搾取」ゲームの

解， である 。（詳細は，文献（２）， ・ｈ．７参照）。

６． 搾取の二側面

　Ｒｏｅｍｅｒ か提出している様な問題について積極的に考えてみる 。

　搾取論には経済理論か問題にする二側面かある。一つは倫理的な側面であり ，

二つは因果的側面とＪｏｎ　Ｅ１ｓｔｅｒ が呼ぶ側面である 。

（１１８０）
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　（１）搾取の倫理的側面について

　経済学が取りあげる搾取は，生産物 ・所得などの分配問題を含んでいる。し

たが って，この生産物の分配 ・所得分配をめぐる倫理的側面の問題をもつ。こ

の倫理的な側面あるいは搾取理論の規範的側面の議論は ，Ｊｏｎ　Ｅ１ｓｔｅｒ が“Ｍａｋ －

ｍｇ　
Ｓｅｎｓｅ　ｏｆ　Ｍａｒｘ

’’

（１９８５）て多くを展開している
。

　上述した様に
‘‘

搾取”概念は，非常に強い道徳的批難の意味かこめられてい

る。 道徳的な “悪”が，搾取であるならば，その悪は廃止されるべきだという

規範的な主張を含む。“廃止すべきである”という主張は，廃止をすることが

実現できなければ意味をもたない。廃止を実現するとは，搾取という杜会現象

を解消できる様な杜会的条件が実際に生みだされなけれぼならない。なぜなら

ば， 搾取は杜会的な現象として把握されているからである。ここで杜会的な現

象という意味は二重である。第一は人間と自然の関係において，自然（人間の

外的自然）の側の主要な要因によっ て生起するものてはないということである 。

搾取か発生するためには，ある程度の人間杜会の発展段階か必要条件となる 。

　人間の自然に対する認識の水準，人間の自然への働きかけの際の活動の仕方

（組織　暢働のあり方，協業　杜会的分業のあり方），人間か生産した生産手の発展

水準などが杜会の発展段階を規定する。杜会全体が生産的活動に従事しても ，

杜会全体の成員が生存を維持するのに必要な程度の純生産物を生産可能な水準

に到達して，その水準を維持するのが困難であるときには，杜会の一部の成員

による他の成員の労働の成果を系統的に奪いつつける様な杜会制度は存続不可

能である 。

　だから，搾取が発生するためには，系統的に剰余生産物の生産が可能となる

様な程度に生産力水準が致達していることが必要である 。

　第二に，以上のことから，搾取か系統的 ・体系的に普遍に存在するか，たま

たま偶然的で局所的であるかどちらの現象を扱うかといえば前考である。した

かっ て問題とする搾取は杜会のなかて狭い範囲て局所的に生起している問題て

はない。サイズの小さい杜会では，その杜会の成員の個々人が問題となり ，個

人による個人の搾取，個人による集団の搾取が発生しうるが，サイズの大きい

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１８１）
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杜会になればなるほど，集団による，個人ではなく ，集団の搾取が主要になる 。

Ｒｏｅｍｅｒ が搾取する階級と搾取される階級をとらえることは問題に合致したや

り方である。杜会的現象であるというときに，個人と個人の間の問題であるよ

り， 集団と集団の間の問題として搾取をとりあげることによっ て搾取を普遍的

な杜会現象として把握することか可能となる 。

　したが って，階級的な現象として搾取をとえらることが重要であり ，生産物

や所得の分配の問題であ っても ，健常者とハソティキャプトの間の分配をめく

る問題は搾取論の倫理的な側面の問題や因果的側面の問題をも形成するもので

はない。もっと　般的に述へれは，搾取理論の倫理的側面としては，諸個人間

の所得分配に関する　般的な道徳的判断を下す基礎となりうるものではない 。

　搾取と強制の問題倫理的な問題の論点の一つに強制の問題かある。奴隷や

農奴の場合には，「経済外的強制」とよばれる直接的な強制がみられる（経済

外的かどうかは間題である）。 奴隷制，封建制は，生産物の商品化が部分的には

あり ，人間の労働力ではなく人間そのものが売買されることもある。売買され

る奴隷労働がうみだす剰余生産物を取得したり ，封建制のもとでの「領主の土

地」での強制された賦役労働なとは，明白に人による人の強制をともなうもの

である。したがって，これらの非市場的 メカニスムをとおしての搾取は，自由

だとか，自己決定という倫理的な基準に照らして非難される不正義である 。

　道徳的非難をするときには，それが廃止されるへきであるという主張をも含

むことを述へたか，歴史的事実として廃止された経験かある。しかし廃止され

たが，何時でも廃止しうるのかといえは，廃止しうる内容，この場合には非市

場的強制のメカニズムの二つの型は，それぞれ廃止されうる杜会的条件が整備

され，廃止を求める実践的行為が必要であ って，それらが整わなけれは，廃止

されるへきであ っても ，廃止できる現実的条件かないのである。非市場経済 メ

カニ ズムによる強制と ，剰余生産を可能にする生産力水準があってはじめて ，

奴隷 ・封建的農奴の剰余労働の搾取か現実化した。種々の形態をとる地代もこ

の強制 メカニ ズムのなかに含まれる。資本制のもとでの賃金労働者は，直接的

強制によっ て系統的に搾取されているのではない。もちろん，資本制でも直接
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的な強制は存在する。資本一賃労働関係の維持が，市場 メカニ ズム をもっ てす

るのみでは困難にな ったとき，あるいは，一層正確には市場 メカニ ズムの作動

した結果としてその関係が脅かされる事態をうみだしたときには，ｐｏｗｅｒの

直接的行便が，国家機構や資本家によっ てさえもなされた歴史的経験が過去に

多くあ ったし，現在でもある 。

　市場 メカニ ズムにもとづく搾取制度がその内部にもつ力による支配関係は存

在する。それは，上述の国家による所有の権利の保障のための力の行使以外に ，

独占的支配の行使であり ，貨幣発行の権利の行使であり ，直接的生産過程での

指揮 ・監督 ・命令などや差別的取り扱いによる脅迫などである 。

　外見的自由と経済的強制の間題 ：賃金労働者は奴隷 ・農奴などに比して，二

重の意味で自由である。身分的 ・直接的束縛，土地への緊縛という状態からの

自由，自己の労働力を販売する自由である。工場のみでは，賃労働者は，彼の

自由時間の範囲内で，彼の賃金の範囲内で自由に行動しうるし，労働市場で自

己の労働力の買い手を選択し，変更する自由をもっ ている。資本制での賃労働

者のこういった外見的自由にもかかわらず，経済的強制とよばれる状態がある 。

Ｅ１ｓｔｅｒ は， ｃｏｅｒｃｉｏｎとｆｏｒｃｅ という概念の区別をすることで強制を２つのタイ

プに区別する 。ＣＯｅｒＣｉＯｎ は誰かによる意図的な主体 ・強制者を含むものとし ，

ｆＯｒＣｅ
は選択の余地のない制約が存在することを含意するものにしている。強

制者による意図的な力の行使をともなうものを ＣＯｅｒＣｉＯｎと呼び，誰かが ＣＯｅｒ －

Ｃｅｒ である 。

　これに対して ，ｆｏｒｃｅ は，
ｆｏｒｃｅｒ

としての主体は直接には現われない。労働

者階級は，自己の労働力の販売行為を階級として集団的には，選択の余地なく

実行させられている。この選択の余地なくさせる制約条件は，市場的搾取のメ

カニ ズム全体であり ，賃金一価格関係をとおして実現されている。自己労働力

は必らず販売できる保障は制度的にはなされていない。失業の “自由”もある 。

また，賃労働者が自己労働にもとづく小商品生産者への転化を妨げる制約条件

も， 賃金一価格関係を基礎とする市場メカニズムによっ て， 小商品生産者の存

立条件を掘り崩すことによっ て準備される 。
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　これらのメカニスムは搾取の因果的側面の解明の問題である。選択の余地な

く自己の労動力を販売せざるをえない制約条件のもとにおかれるということは ，

資本制の基礎的条件でもある。商品市場 ・貨幣 ・信用市場と労働市場がすへて ，

このｆｏｒｃｅに関与している
。

　ｃｏｅｒｃｉｏｎ やｆｏｒｃｅ は， 人間の自由 ・自己決定の基準に照らして倫理的に非難

される克服されるべき状況である 。

　（２）搾取の因果的側面

　Ｒｏｅｍｅｒ は， 搾取というものは，“ＡがＢを搾取している”というようには
　　　　　　　　　　　　７）
定義できないと考えている 。“搾取されている”ということと ，“搾取してい

る” ということか言えても両者の間に因果的な関係を認めない。ただＲｏｅｍｅｒ

のばあいはある個人と杜会全体との関係だけが問題になり ，個人と個人だけで

なく ，階級と階級の関係でも「資本家階級が労働者階級を搾取する」というこ

とは定義できないとする。個人の労働が杜会へ移転し，逆に杜会の労働が個人

へ移転するという関係か定義できるだけであるということは，Ｒｏｅｍｅｒの搾取

の判定基準に示されている。杜会全体の労働の結果，杜会全体の純生産物が生

産され，生産物の分配が交換過程をとおして行なわれ，その交換過程での現象

として，杜会の労働と個人の労働の間に移転が生じるだけである 。

　Ｒｏｅｍｅｒは，生産過程で搾取が行なわれるのだという主張に反論してつぎの

様に考える 。

　搾取現象には，生産過程での強制（・・…ｉ・ｎ）は必要ではない。階級と搾取

の発生のためには，自由競争の市場と労働市場もしくは信用市場があれぱ十分

であり ，ＣＯｅｒＣｉＯｎ は， 所有関係の維持にとっ てのみ必要な支配である，という 。

Ｒｏｅｍｅｒの立場は，資本家の労働者に対する支配や強制は，所有関係の維持に

限定したもので十分であり ，仮に生産過程で労働者による コソトロールが成立

しても，所有関係が維持されていれば十分だと考えている。生産過程における

資本家の支配は所有関係の維持にとり必要条件てさえないというＲｏｅｍｅｒの主

張の根拠はどの様なものか。生産過程における支配というものは，所有の差異
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から生じる階級と搾取にとり二次的なものであり ，ある程度は搾取率への影響

を認めても ，生産過程での労働者の闘いは資本制の階級と搾取にとっ て決定的

なものとならず，生産手段の資本家的所有の正統性に対して闘いの矛先がむけ

られるべきだと主張する。にもかかわらず現実には生産過程での資本家の支配

かなせ存在するのかについては，Ｒｏｅｍｅｒの回答は，労働市場における労働力

商品の売買契約か不完全であるからだというものである。賃金と労働の交換に

関する契約に際しては，労働契約によっ て完全に厳密に特定化することが困難

てあるから生産過程での資本家の支配かあるにすぎない。この不完全さは，費

用をかけずには克服できないので労働者が主観的に考える程度以上の労働をひ

き出すために生産過程ての支配か代替物となる 。

　労働契約で労働者との剛こすべて厳密な協定が締結できれぼ，契約違反を双

方が犯せば契約にもとづいてペナルティ が科せられるだけである。アセンブリ

ーラインのスピードを決めるのも契約であり ，この契約は交渉によっ て決定さ

れる。労働市場におげる交渉力の強弱は，労働者の組織力，失業水準，杜会保

険の整備状況，などに依存するが，それらはすべて契約内容に反映される。労

働市場の競争か不完全であるから契約締結か不完全になると考えているのか

Ｒｏｅｍｅｒ てある。これらの点か搾取の生成を流通過程，交換過程にもとめる論

拠も形成している 。

　搾取の因果関係的側面ではＲＯｅｍｅｒの様に経済主体の資産所有の不平等と主

体の選択行為の結果としての階級と搾取の発生の論理では十分に説明されるこ

とはない。上述のように，生産過程　流通過程を総体として把握し，資本蓄積

過程をみないのは，搾取を生産物の分配をめくる問題の狭い領域にとじこめる

からであり ，所有関係と分配関係の対応がつけられていても極めて浅薄な搾取

現象の把握にならざるをえない。ここで搾取の因果的側面についてすべてを論

じることはてきない。搾取は分配をめくる問題てあるか，商品生産杜会て，賃

金一価格関係をとおして実現する搾取という事実の因果的分析は，交換過程の

分析のみでは不十分である 。Ｒｏｅｍｅｒ が「所有関係的搾取論」とよぶものが所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
有関係と分配関係の因果関連か有効性をもっ て論じられていない 。
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７． 搾取 ・収奪 ・不等労働量交換 ・労働の譲渡

　Ｒｏｅｍｅｒのように価値規定上の理論的困難を理由に，マルクスの価値 ・剰余

価値の概念を放棄して，ゲーム理論に逃げ道を求めることは搾取論にとっ て何

か新しい論点を提出しているか？　第一は搾取の類型化について前進させてい

る。 第二は所有関係から階級 ・搾取を導きだす点は新しいものではないが，新

古典派的世界で考えるものに説得できうる問題の提起の仕方をしている。しか
し， 決定的には搾取を交換過程の狭い領域にとじこめてしまう難点をもつ。搾

取の因果的説明は，筆者の考えではＫ　Ｍａｒｘの『資本論』でいえは，全３巻

をとおして与えられているものである。また，因果的 メカニ ズムの説明のため

にも ，所有関係か基礎をなすが，ＲＯｅｍｅｒの場合には，所有の不平等，均等で

ない所有者間の状態が平板にあつかわれているにすぎない。所有ということに

関してこの弱点は，例えば資本家による私有廃絶後の「杜会主義」では ，

Ｒｏｅｍｅｒ は杜会のメ１／ハーが均等にアクセスしうる様な所有関係が少なくとも

物的な譲渡可能な生産手段に関してはすでに形成されたものとしていることに

も見られる。分権的 ・市場的杜会主義 ・民主的政治システムをもつ杜会主義を

主張する根拠が，非物的 ・人的な資質の不平等な配分を原因とする不平等な分

配関係に求めていることは，所有問題の解明にとり十分に説得的であるとはい

えない 。

　（１）搾取について

　搾取についての倫理的側面で述べた様に，搾取概念は狭義の個人間の分配を

めくる問題に関する判断の道徳的基礎を提供しうるようなものではないと考え

る。 搾取は廃絶されるべきものとして考える。したがって搾取論にこだわるべ

きでないと考えるＲｏｅｍｅｒの見解には首肯しえない。搾取はＲｏｅｍｅｒの様に生

産手段の所有を基礎に階級関係を説明し，その杜会での経済現象の解明の基礎
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をなす様なものとして考える。したがってＭａｒｘの価値論 ・剰余価値論や生産

過程 ・蓄積過程の分析を不要とする様な狭義の労働と生産物の分配の問題に限

定すべきではない。搾取は搾取階級と被搾取階級の間での因果的な関係として

とらえる。搾取が発生する制度的条件 ・発生のメカニ ズム，搾取関係が再生産

されるメカニ ズム を分析しなけれぼ十分な搾取理論にはなりえないと考える 。

　この意味ては，搾取概念の内包的拡充かより重要てあり ，外延的拡張の基礎

をなすものである。したかって搾取の字義的な意味ての定義として，資本制て

いえぱ賃金労働者の直接労働時間と消費財（賃金で購入しうる）の生産に必要な

直接間接の労働時間（最適価値ではない）との比較で，直接労働時間一必要労働

時間：剰余労働時間を理論的にも ，統計を用いて近似的にでも測定可能な概念

とする。これを基礎とし出発点としても ，さらに搾取とは何かという定義を完

全なものにするためには搾取の因果的 メカニ ズムの全体を必要とするようなも

のだと考える。その際には，ＲＯｅｍｅｒのような所有一意思決定 ・選択行為一不

等価交換一（生産）一不等価交換の連鎖のなかで，生産過程 ・交換過程の分析

；相対的 ・絶対的剰余価値の生産の理論的分析を必要とするし，交換過程や貨

幣信用一資本市場の分析が必要と不可欠のものと考える。とくに貨幣 ・信用市

場は，Ｒｏｅｍｅｒ や新古典派の　般均衡論的分析（生産　交換の分析）の出発点と

なる所有資産の不平等な分布を前提とする抽象的な レヘルの克服のためにも必

要であるか，Ｒｏｅｍｅｒの議論には貨幣の本質的な分析か完全に欠けている。貨

幣・ 信用市場の分析 ・蓄積過程の分析も所有関係の分析を基礎としなけれはな

らないものと考える 。

　価値概念 ・剰余価値概念は有効な基礎てある 。Ｒｏｅｍｅｒ は置塩 ・森嶋らの

「マルクスの基本定理」を承認しながら，ゲーム論に迷げ道を求めた結果とし

て価値 ・「最適価値」とともに放棄している 。

　搾取概念に不可欠な含意は，所有概念の経済学的内実の分析であり意思決定

への直接生産者の関与の排除という内実を入れるべきだと考える 。

（１１８７）
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　（２）収奪 ・不等労働■交換

　搾取とは区別された収奪 ・不等労働量交換という概念は有効であると考える 。

大資本による小資本の収奪，資本による農民の収奪なとの分析か搾取論を基礎

にしてなされる必要がある。収奪はやはり ，倫理的な非難の意を含む。これは

主として交換過程での現象である 。

　不等労働量交換は，資本制では商品の等労働量交換は　般的には成立しない

から，資本制の交換はほとんどすべてがそうであるといえる。商品と商品の間

の交換が不等労働量交換であるというのはＲｏｅｍｅｒの９で示される 。

　〈伽 ＝９１（ゴ＝１，２，… 〃）がすべての商品で同じではない。第ゴ部門での

労働が第プ部門の労働に比して相対的に高く（低く）評価されるのは，資本制

の価格形成基準が利潤率均等化であり ，生産過程の「有機的構成」が各部門で

相異するからである。この不等労働量交換は市場での生産物の需要の部門間分

布と供給能力（条件）の部門ごとの状況との不均衡からも生ずる 。

　収奪は，不等労働量交換と区別して，市場での取引にあたって独占的地位を

背景としたｆｏｒｃｅ やｃｏｅｒｃｉｏｎ をともなう交換行為から生じる不公正な取引であ

る。 不等労働量交換は，搾取や収奪のような倫理的非難の意味かこめられない

のは，「公正」な取引によっ ても私的労働の貨幣による事後的な杜会的評価 シ

ステムとして歴史的に形成された妥当な市場機構をとおして恒常的に発生する

からである 。

　（３）労働の譲渡

　杜会的分業によっ て支えられている杜会は杜会の成員が分業の各環節で具体

的有用労働を支出して，生産活動を営むことによっ て， 杜会の存続か可能とな

るのである。したかって杜会的分業のとの環節での具体的有用労働も杜会全体

の労働の一分肢である。生産物や生産的行為の交換は，杜会成員のあいだの労

働の交換を介在しているにすぎない。この杜会で行われた労働の成果のプー ル

から，各成員が杜会の他の成員の労働を自己の労働と交換にひきだす一つのシ

ステムが商品交換システム，市場制度である 。
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　との様な複雑て，執練を必要とする具体的有用労働も杜会の総労働の一分肢

にすぎないことを考えれば，異質労働の存在を困難点として，労働価値論を放

棄することの不合理性は明白である。人間の労働の生産物である耐用期間の長

期にわたる生産手段（杜会的共同のものも含め）の存在があるからとい って価値

概念を放棄することは，有効な杜会分析の理論を台無しにすることになる 。

　労働価値説はその主内容として ，Ｄ．Ｒｉｃａｒｄｏの様に商品の交換比率が投下労

働量の比に一致するとした論者もいたか，Ｍａｒｘ は商品生産杜会ては不等労働

量交換が支配的であることを主張している 。

　杜会的分業が行なわれ，私有が存在するときに労働生産物は商品形態を纏う

ようになる。この商品生産杜会では，私的労働は貨幣との交換をとおして杜会

的必要な労働としての承認をうけ，私的労働の量の杜会的測り直しが行なわれ

る。 商品市場か発展すれはするほとこの測り直しは客観的基礎を強め法則的に

なる（一物一価の法則）。 したがって杜会成員のあいだの労働交換は商品生産杜

会では，丸由労働の杜会的評価システム を市場としてもつ。杜会的評価をうけ

た労働量か生産物の価値を形成する実態となり ，この杜会的な「抽象的 ・　般

的人間労働」は，個別労働の単純な集計てはないという意味ても交換は個別労

働の等労働量交換ではない。さらに「抽象的人間労働量」の基準でみても等労

働量の交換は　般的ではない，という意味ても不等労働量交換てある。この二

重の意味での不等労働量交換は，搾取ではない。労働の移転ないしは，「労働

の杜会的測定」とｒ労働の譲渡」とよぶべきものである。具体的有用労働の見

地からの「労働の譲渡」ではなく ，「抽象的人間労働」の譲渡である 。

　このｒ労働の譲渡」現象は商品生産杜会　般にみられるものてある。また非

商品生産杜会でも ，自発的意思やその共同による決定にもとづく「労働の譲

渡」は存在する。贈与はその典型例である。杜会成員の一部は，他の成員から

の「労働の譲渡」によっ て生存を支えられる場合もある。これらも譲渡者の自

発的意思によるから，搾取でも ，収奪でもない 。

　生産手段の私有が廃絶された杜会では，これらの問題についてどの様に考え

　　　　　　　　　　９）
れぼ合理的であるのか？　市場機構を利用する限りで，不等労働交換：「労働

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１８９）
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の譲渡」現象は発生しうる。この杜会では，杜会的に合意された基準で労働の

代価 ・報酬をうけとる。これは杜会全体の労働の成果のプー ルから自己の個人

的・ 共同的な利用に供する部分の権利証でもある。この「権利証」が適切に発

行されることが必要である。乱発されると ，労働に照応しない「権利証」の歪

んだ配分が発生する。この歪んだ「権利証」の配分は，「不当な労働の譲渡」

を招くことになる。「権利証」あるいは「引き出し権」の歪んだ発行が，制度

的に特権的な層によっ て特権的な層に有利に行なわれるとこれは杜会の共同の

金庫からの窃盗である 。

　また，杜会の純生産物の生産量か与えられたときに，杜会か共同て消費する

部分に関しては，先に共同の意思でルールにもとづき質量を決定し控除し，そ

のための「権利証」は杜会的にしか行使できないようにな っていなければなら
　１０）

ない。個人的消費の「権利証」は，今期の生産物に対してのみ有効である必然

性はない。「権利証」の行使の権利を今期は留保し，将来行使することも許容

される。純生産物から杜会がルールに基づいて発行した「権利証」で個人的消

費と共同消費が確保されれば，その後であるいは少なくとも同時に杜会の蓄積

ファントや予備のファ：／トなとに関して「権利証」が配分されなけれはならな

い。 したがってこの剰余生産物の利用の「権利証」の絵会に関しては杜会的合

意を基礎に決定されなけれはならない。さらに，この権利証の総量の配分に関

するルールが存在しなければならない。これを一元的集権的に決定することは
，

杜会のサイズがきわめて小さいものでなければ，合理的決定の条件を欠くこと

になる。各部門，地域などへの配分はルールに明記する部分 ・年次計画的に規

程しておく部分と ，常に市場からの！クナルに応じて配分をその方向へ導く部

分に区分されうるかもしれない。分権的計画メカニズムは市場からのシグナル

による配分を多用することになる。また，個人に配分された「権利証」の権利

行使留保分は，他の個人の将来受領しうる「権利証」の先行的権利行使を許容

しうるためにもファ１／ドとしてブールされる必要がある。この「権利証」の異

時点交換には，人々の時間選好に応じた「労働の譲渡」に対しての「利子」が

必要で，その「利子率」の水準は需給関係で調整される。この杜会の「権利

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１９０）
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証」の管理 ・運用には専門の銀行が必要である。この銀行は「権利証」の総量

を管理し，規制できなげればならない。「権利証」行使の時間選好と ，「権利

証」の分割行使「権利証」の使用受授の コンピ ューター処理などが銀行の職務

となるが，この銀行の業務に関して杜会的なルール（運用，発行，預け入れ，引

き出し，貸出しなどについて）を設定し，ルー ルにもとづく運営と ，杜会的な意

思決定のシステム導入が必要である。さらに同様に企業 ・国家などの杜会的機

関に対して，杜会の剰余生産物の配分がル ールに従 って決定されたときに ，

「権利証」行使の留保や，先行的行使に対応する銀行業務のルールが必要であ

る。 この杜会が分権的市場杜会主義として，私有制廃止の内実を形成しうるも

のとなるためには，Ｒｏｅｍｅｒ か述へている様な生産手段 ・譲渡可能な物的生産

手段へ平等主義的アクセスか保証されていることか必要てある。その平等主義

的アクセスの内実は，杜会の生産に関する上述の各種チャンネルが設定され ，

決定への参加が何重かにわたって保障されていること ，特権的集団や独占的な

市場がなく ，競争的であることが必要であり ，自己の労働の処分の自由度の進

展が上述のチャノネルをとおしてのものであることが必要であり ，労働市場で

の自由度の拡大だげではない 。

　この杜会で「搾取」は，特定の意思決定集団による窃盗が恒常化し，特権的

階層が再生産され，広範な杜会成員の意思決定チャソネルヘの通路を妨ぎ，権

利を抑圧し，生産手段共有の内実か崩されるときてある。これは事実上の生産

手段の杜会的所有や共有制の崩壊であり ，さらには，私有制の復活である 。

　　１）Ｒｏｅｍｅｒ 文献（７），（９）など 。
２）

３）

４）

５）

６）

７）

８）

　Ｒｏｅｍｅｒ 文献（２）， ＰＰ１２１－１４６

　Ｒｏｅｍｅｒ 文献（２）， ＰＰ．１１３－１７３

　森嶋文献（１ず。

　置塩文献的 。
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　甲賀文献刎，鯛で筆者の見解を論じた 。
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